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貸 金 業 法 （ 昭 和 五 十 八 年 法 律 第 三 十 二 号 ） 第 三 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 日 本 貸 金 業 協 会 の 業

務 規 程 の 変 更 を 認 可 し た の で 、 同 法 第 四 十 一 条 の 十 二 第 三 号 の 規 定 に よ り 公 示 す る 。

令 和 八 年 二 月 二 十 七 日 金 融 庁 長 官 伊 藤 豊

認 可 日 令 和 八 年 二 月 九 日

主任者登録事務規程
第１章 総則

（目的）
第１条 この主任者登録事務規程（以下「規程」という。）は、日本貸金業協会（以下「協会」という。）
が貸金業法（昭和58年法律第32号。以下「法」という。）第24条の33に基づき、金融庁長官の委任を
受け、法第24条の25から第24条の32に規定する貸金業務取扱主任者の登録（以下「主任者登録」と
いう。）に係る事務（以下「登録事務」という。）を正確かつ円滑に行うために必要な事項を定めるこ
とを目的とする。
（登録事務の基本方針）
第２条 登録事務は、法及びこれに基づく貸金業法施行令（昭和58年政令第181号。以下「施行令」
という。）、貸金業法施行規則（昭和58年大蔵省令第40号。以下「施行規則」という。）に定めるとこ
ろによるほか、この規程に基づき、適正かつ確実に実施するものとする。
（登録事務の実施）
第３条 協会は、登録事務が貸金業務取扱主任者資格試験に関する事務と密接に係わり、適正かつ確
実な遂行が求められるものであることから、資格試験事務を行う、協会の資格試験センターに、こ
れを行わせるものとする。
（主任者登録事務マニュアル）
第４条 協会は、登録事務に関する実務上の細目を定めるため、主任者登録事務マニュアルを作成す
るものとする。
第２章 組織及び運営

（資格試験センター）
第５条 資格試験センターは、協会会長（以下「会長」という。）が所掌し、協会の職員を置く。
２ 資格試験センターが登録事務を行う時間及び休日は、協会が定める勤務時間及び休日とする。
３ 資格試験センターには、登録事務を遂行するために必要な設備を備え、資格試験センター長（常
務執行役を設けた場合は常務執行役）を責任者として、情報漏えい防止のために必要な安全管理措
置を講じるものとする。
４ 資格試験センターが登録事務に関して行う業務は次のとおりとする（ただし、金融庁長官から事
務の委任を受けている場合に限る）。
 主任者登録事務マニュアルの作成及びその実施に関すること
 主任者登録の手引きの作成に関すること
 主任者登録の申請（以下「登録申請」という。）の受理に関すること
 登録手数料の収納に関すること
 主任者登録の拒否に関すること
 主任者登録及び主任者登録に係る通知に関すること
 主任者登録変更に関すること
 死亡等の届出の受理に関すること
 主任者登録の取消し及び抹消に関すること
 登録事務の委託先の管理に関すること
 登録事務のシステム開発及び運用に関すること
 貸金業務取扱主任者登録簿（以下「主任者登録簿」という。）等の作成及び備付けに関すること
 その他登録事務に関すること

第３章 登録等の実施
（主任者登録の手引き）
第６条 資格試験センターは、登録事務を正確かつ円滑に行うため、主任者登録の手引きを作成する
ものとする。
（登録申請の受理）
第７条 主任者登録を受けようとする者は、次の書類を会長に提出するものとする。
 貸金業務取扱主任者登録申請書（以下「登録申請書」という。）
 主任者登録を受けようとする者に係る履歴書
 施行規則第26条の52第３項及び第４項に定める書類
２ 登録申請の方法は、郵送による方法とする。
３ 資格試験センターは、次に掲げる場合は、登録申請を受理しないものとする。
 登録申請書に不備がある場合
 登録申請書に添付が必要な第１項第２号及び第３号の書類のいずれかに不備がある場合
 登録手数料の納付が確認できない場合
（登録の拒否）
第８条 資格試験センターは、登録申請を受理した者（以下「登録申請者」という。）が、法第24条の
27第１項に掲げる主任者登録の拒否要件に該当するか否かを確認するものとする。
２ 資格試験センターは、法第24条の27第１項の確認において、第１項第３号から第８号に掲げる主
任者登録の拒否要件に該当するか否かを確認するため、金融庁長官の意見を聴くものとする。
３ 会長は、登録申請者が、第１項若しくは第２項の主任者登録の拒否要件に該当した場合は、その
理由を示して主任者登録を拒否する旨を、当該登録申請者に書面にて通知するものとする。
（主任者の登録）
第９条 資格試験センターは、登録申請者が、法第24条の27の主任者登録の拒否要件に該当しない場
合は、主任者登録簿に、当該登録申請者に係る法第24条の25第４項及び施行規則第26条の51に定め
る事項を掲載するものとする。
（登録の通知）
第10条 会長は、主任者登録を行ったときは、遅滞なく、登録申請者に主任者登録の完了を書面にて
通知するものとする。
（登録の変更）
第11条 主任者登録を受けている者は、主任者登録簿の記載事項に変更があったときは、遅滞なく、
登録変更申請書を会長に提出するものとする。
２ 主任者登録の変更の申請は、郵送又はインターネットによる方法とする。
３ 資格試験センターは、主任者登録の変更の申請の方法を、主任者登録の手引きとして協会のホー
ムページに掲載する方法により周知するものとする。
４ 資格試験センターは、登録変更申請書を受理したときは、遅滞なく主任者登録の変更を行うもの
とする。
５ 資格試験センターは、主任者登録の変更を行ったときは、登録変更申請書を提出した者に主任者
登録の変更の完了を行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成14年法律第151
号。以下「行政手続オンライン化法」という。）に定めるところにより通知するものとする。
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